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土砂災害の増加傾向がある昨今において，盛土や斜面といった土構造物の防災・減災対策を継続的に進

める必要がある．本研究では，土構造物の代表的な作用である降雨に着目して，地域気象観測所降水量デ

ータを用いた確率実効雨量の算定を実施した．将来における降水量データの蓄積が現在の確率実効雨量に

大きな影響を与えないように，確率分布の適合度評価を行い，適合度評価規準を満たした統計データのみ

を用いて確率実効雨量の算定を実施した．採用した一連の統計学的手法を用いて再現期間の異なる全国確

率実効雨量マップと地方ごとの確率実効雨量マップを作成した．作成した全国確率実効雨量マップにより，

確率実効雨量の地域特性を定量的に明らかにした． 
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1. はじめに 

 

日本は，海と山に囲まれて，水資源が多く，南北に

3500 km に渡る地形のため，地域によって四季の彩りに

特徴があり，自然豊かな国である．一方，我が国では地

震，津波，火山噴火，台風，洪水，土砂災害，雪害など

さまざまな種類の自然災害が発生している．令和 2年度

の防災白書の特集では，激甚化・頻発化する豪雨災害を

テーマとして取り上げており，豪雨災害状況や豪雨災害

に対する政府の検討状況と今後の取り組みが説明されて

いる 1)．豪雨が発生すると，川の氾濫や土石流，がけ崩

れ，地すべりが発生しやすくなり，人々の生活や生命が

脅かされることから、防災・減災に継続的に取り組む必

要がある． 

図-1 に，1982 年から 2021 年までの全国における土砂

災害（がけ崩れ，地すべり，土石流）の発生状況を示す．

図には前後 5年の隣接平均も併せて示している．統計開

始からの土砂災害発生件数の傾向を見ると発生件数が増

加していることが分かる．過去 40 年間（1982 年～2021

年）の中で最も土砂災害発生件数が多かったのは，2018

年の 3,459 件であった．表-1 に，統計開始から令和 2 年

までの土砂災害発生件数の上位 5位を示す．第一位の平

成 30 年（2018 年）7 月豪雨では，2,581 件もの土砂災害

発生の要因となっており，図-1に示す 2018年の土砂災 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 1982年から 2021年の土砂災害発生状況（統計データ

は，国土交通省砂防部保全課から提供）．なお，2021年

のデータは，2021年 12月 22日時点の速報値である． 

 
表-1 土砂災害発生件数の上位 5位（文献 2）に加筆） 
豪雨災害の名称 土砂災害発生件数 

平成 30年 7月豪雨 2,581件 

昭和 58年 7月豪雨 1,146件 

令和 2年 7月豪雨 961件 

令和元年東日本台風 952件 

昭和 57年 7月豪雨 941件 

 

害発生件数（3,459件）の約7割を占めている．表-2に，

統計開始から令和 2年までの土砂災害発生都道府県の上 
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表-2 土砂災害発生都道府県数の上位 5位（文献 2）に加筆） 

豪雨災害の名称 土砂災害発生都道府県数 

令和 2年 7月豪雨 37府県 

平成 11年 6月末豪雨 37道府県 

平成 18年 7月豪雨 36府県 

平成 2年台風第 19号 34府県 

平成 16年台風第 23号 32府県 

 

位 5 位を示す．いずれの豪雨災害でも 30 都道府県以上

に渡って広域的な土砂災害が発生していることが分かる．

小山内ら 3)は，1972年から2007年までに発生したがけ崩

れ災害の実態を整理した．がけ崩れの誘因には，降雨，

地震，融雪が挙げられるが，降雨によるがけ崩れは全体

の 93%を占めており，がけ崩れの主誘因は降雨と言える． 

 

 

2. 降雨時の列車運転規制 

 

文献 4)によれば，旧国鉄の在来線の構造物のうち，切

土や盛土といった土構造物の割合は 87%を占めており，

豪雨災害に脆弱だと言える．そのため，鉄道各社は豪雨

災害に備え，浸食防止工や排水処理工などのハード対策

と列車の運転規制等のソフト対策を実施している．降雨

時の列車の運転規制の歴史については，文献 5)に詳しい

が，ここではその一部について紹介する．列車の運転規

制の歴史は古く，1909 年 6月の「保線従事員心得 6)」や

1914 年 2 月の「暴風雨雪警戒心得 7)」に遡る．これらに

は保線従事員の服務規程として，風雨および豪雪の際に

取るべき行動が定められていた．その後，1972 年には

「降雨に対する運転規制基準作成要領 8)」が取りまとめ

られ，雨量計で計測された時間雨量（短期的雨量指標）

と連続雨量（長期的雨量指標）の組み合わせにより運転

規制発令の基準値が定められた．1985年 7月に，旧国鉄

能登線において，運転規制基準に従っていたにも関わら

ず，降雨による盛土崩壊が原因となって，列車脱線事故

が発生した．この事故を契機に，累積雨量を用いた運転

規制基準が新たに設けられた．1987年には，国鉄の分割

民営化により JR 各社が発足して，雨量指標として，時

雨量，連続雨量，累積雨量を用いた列車運転規制基準の

基本的な考え方は踏襲されたが，各社で独自の方法が採

用されている．本州 3社に目を向けると，列車運転規制

基準に用いる雨量指標として，JR 東日本では実効雨量
9),10),11)，JR東海では土壌雨量 12),13)，JR西日本では時雨量と

連続雨量が採用されている．なお，JR 東海が採用して

いる土壌雨量は JR 東海所有の雨量計を使用しているた

め，土壌雨量指数ではなく土壌雨量と呼んでいる．列車

運転規制値を設置する際には，降雨，地盤，構造物の諸

元が地域で異なるため，地域の実情に沿って規制値を決

定すべきである． 

これまでの調査・研究から，降雨と盛土・斜面崩壊発

生の対応関係に長期的な雨量指標と短期的な雨量指標を

併用することが有益であることが分かっている．両者の

指標を一つのパラメータ（半減期）で表す雨量指標に，

実効雨量がある．実効雨量は，斜面崩壊発生予測におい

て実績の高い指標であり 14)，各時刻に降った雨量を現在

時刻までの経過時間に応じた一定の率で割り引いて合計

した雨量 9)である．本研究では，ある再現期間における

全国の確率実効雨量を算定して，全国確率実効雨量マッ

プで可視化して，確率実効雨量の地域特性の把握を試み

る．なお，盛土や斜面の崩壊には，地盤材料の強度特性

や透水性が重要となるが，過去に受けた降雨履歴も重要

となる．過去に受けた降雨と比較して極めて稀な雨量が

作用した場合に，盛土や斜面が崩壊しやすくなるのは周

知の事実である．この「極めて稀」の定量的評価に再現

期間が適していると考える．なお，既往の研究 15),16)では，

全国における 100 年確率日降水量マップや 100 年確率 1

時間降水量マップは作成されているものの，これまで確

率実効雨量マップは作成されていない． 

 

 

3. 確率実効雨量の算定15),16),17) 

 

(1) 概要 

本研究では文献 15)から 17)を参考に，ある再現期間に

おける確率実効雨量を算定した．まず，地域気象観測所

から毎時の降水量データを収集した後，実効雨量を算定

する．実効雨量は，観測所ごとに年月日時別となってい

るため，実効雨量の年最大値を求める．その後，確率統

計解析により，母数の推定，確率分布の適合度判定を行

い，最適な確率分布を決定する．適合度評価基準を用い

て，観測所の選定と再現期間の設定を行い，確率実効雨

量の算定を行う．以下にそれぞれの項目について具体的

に説明する． 

 

(2) データ収集と一次処理 

全国の地域観測所における確率実効雨量を算定するた

めに，1976 年から 2016 年に観測された全国の AMeDAS

データの毎時降水量データを収集する．1976年から2016

年の AMeDAS の毎時降水量データは，期間によって収

録場所が異なるため注意が必要である．1976年から2005

年の観測値はアメダス再統計値から抽出し，2006年から

2010年の観測値はアメダス年報から抽出し，2011年から

2016年は気象観測月報から抽出した．毎時降水量データ

を抽出した後，観測所ごとに実効雨量を算定して，観測

所ごとに年最大実効雨量を求める．なお，T 時における

実効雨量D ( T ) は，1時間前の実効雨量をD ( T − 1) ，T  時
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における 1時間雨量をR ( T )，減少係数を とすると次の

ように求められる 14)． 

 2( ) ( 1) ( )D T D T e R T e       (1) 

ここで，式(1)の減少係数 は，半減期Mを用いて以下の

ように求められる． 

 ln 0.5

M
   (2) 

上記の式(1)と式(2)を用いて確率統計解析を実施する

にあたり，年最大実効雨量のデータ数が極端に少ない場

合には適切な確率統計解析が実施できない．そのため，

本研究では文献15)を参考に，1つの観測所における統計

データが 10 年以上の蓄積のある観測所データを用いた． 

 

(3) 確率統計解析 15) 

a) 確率分布 

確率実効雨量を算定するために，実効雨量の確率分布

を同定する必要がある．文献 18)によれば，水文学で使

われている確率分布として，正規分布，対数正規分布，

ピアソンⅢ型分布，対数ピアソンⅢ型分布，Gumbel 分

布，一般化極値分布などが挙げられている．本検討では

以下に示す Gumbel 分布と一般化極値分布を用いた． 

Gumbel分布の確率分布関数Fと確率密度関数 fXは次式で

表される 18),19)． 

   














 



x

xF expexp  (3) 

   














 












xx

xf X expexp
1  (4) 

ここで，とは位置母数と尺度母数である． を形状

母数として， ≠ 0 の場合では一般化極値分布の確率分

布関数 F と確率密度関数 fXは次式で表すことができる
18),19)． 

  






























 








1

1exp
x

xF  (5) 

     


















 








 













1
1

1

exp
1 xx

xf

 (6) 

 = 0とすると，前述したGumbel分布に一致する． 

 

b) 母数推定 

本研究では，確率分布の母数推定法にL積率法 20)を採

用した．L積率法の特徴は下記の通りである． 

① 初期値設定なしに母数推定可能． 

② 通常用いられている積率と異なり，順序統計量

の線形和で表される． 

③ 線形和に基づく統計量であるため，小標本から

計算される変動係数やひずみ係数は偏りが大で

変動も大きいという問題を緩和させるために有

効． 

第 1次のL積率1は次式で定義される． 
  XE1  (7) 

いま，X(i | N)を大きさ N の標本の第 i 番目の順序統計量と

するとき，第 2次の L積率2は任意に 2個取り出したと

きの最大値と最小値の差の期待値に比例して，次式で定

義される． 

     22212 2

1
XXE   (8) 

同様に，第 3次のL積率3も以下のように定義される． 

       3332313 2
3

1
XXXE   (9) 

式(7)から(9)のL積率解を用いて，確率分布の母数を推定

できる．Gumbel 分布の位置母数と尺度母数は下記の

ように推定することができる． 

 2
1 0.5772

ln 2

    (10) 

 2

ln 2

   (11) 

また GEV 分布の位置母数，尺度母数，形状母数は
下記のように推定することができる 18)． 

   
   

2
1

1

2 1 1

  
 



  
 

  
 (12) 

 
   

2

2 1




 
  

 (13) 

 27.8590 2.9554d d    (14) 

ここで，式(14)はHoskingら 21)により提案された近似式で

あり，式(14)中の dは下記のように算定する． 

 2

3 2

2 ln 2

3 ln 3
d


 

 


 (15) 

 

c) 適合度評価 

まず，N 個のデータ x1，x2，・・・，xNから求めた確

率実効雨量をと記す．研究では文献 17)を参考に，確

率分布の適合度判定に，下記に示す確率実効雨量の変

動係数の jackknife推定値を用いた． 

 J
J

ave

COV



  (16) 

ここに，Jは確率実効雨量の標準偏差の jackknife 推定

値であり，次式により求めることができる． 
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  2

1

1 N

J i ave
i

N

N
  




   (17) 

ここに，Nはデータの個数，iは i番目のデータを除くN 

− 1 個のデータを用いた統計量であり，次式で算定され

る． 

  1 2 1 1, , , , , ,i i i Nx x x x x       (18) 

なお，式(16)と式(17)のaveは  iの平均である．確率分布

の適合度評価では，式(16)で求められる確率実効雨量の
変動係数の jackknife 推定値の小さい方を適した確率分布

として選択した． 

 

d) 適合度評価による観測所の選定 

地域気象観測所は 1976 年から計測されており，今後

継続的に計測されていくことが予想される．降水量デー

タの蓄積に伴い，確率実効雨量マップの更新も必要にな

ってくるが，異常値を多く含む降水量データを用いて確

率実効雨量マップを作成した場合には大きなばらつきを

有することになる．すなわち，降水量データの蓄積に伴

い，確率実効雨量マップを更新する際に，更新する度に

異なる確率実効雨量マップになる可能性がある．確率実

効雨量が変化する度に，列車の運転規制値を変更するの

は非現実的であるため，降水量データが蓄積されても同

様な確率実効雨量マップが作成できることが望ましい．

そのため，本研究では，以下のような観測所の選定基準

を設けた．すなわち，確率分布の候補の中から，適合度

評価規準（確率実効雨量の変動係数の jackknife推定値）

を用いて適切な確率分布を決定し，決定された確率分布

の適合度が許容値以下であれば，その観測所のデータを

採用するが，許容値を超えた場合には，その観測所のデ

ータは不採用とする．上記の手法によれば，一定の規準

における確率分布の適合度を満たした降水量データのみ

を用いて確率実効雨量の算定と確率実効雨量マップの作

成が可能である．本研究では，文献 15)を参考に，確率

実効雨量の変動係数の jackknife推定値の許容値を 20%と

した． 

 

 

4. 全国確率実効雨量マップの作成 

 

全国確率実効雨量マップを作成するためには，実効雨

量の半減期と再現期間を事前に設定する必要がある．JR

東日本では，JR 東日本管内の災害データを対象に，複

数の半減期を用いて最適な組み合わせを検討した結果，

半減期 1.5 時間，6 時間，24 時間の組み合わせとするこ

とで，従来の規制方法と比較して規制時間が短く且つば

らつきが小さいことを示した11)．JR東日本の列車運転規

制では，半減期 1.5 時間，6 時間，24 時間の実効雨量の

いずれかの値が列車運転規制基準値を超過した場合に発

令，全ての実効雨量値が列車運転規制基準値を下回った

後に，異常のないことを確認できた場合に解除される．

本研究における実効雨量の半減期は，JR 東日本が公表

している列車運転規制値 11)を参考に，1.5時間，6時間，

24時間の3通りとして設定した．再現期間については，

鉄道設計標準（土構造物）の排水工設計 22)を参考に，5

年を基準とした．なお，比較のため，地震ハザード等で

採用されている再現期間30年も用いた23)．したがって，

検討ケースの総数は 6ケースである． 

表-2に，各検討ケースにおける選定された地域気象観

測所数を示す．本研究におけるスクリーニング前の地域

気象観測所数は 1932 箇所であり，その中から許容値以

内の観測所を選定した結果，どの検討ケースにおいても

約 1400箇所以上の観測所が選定された． 

図-2 に，一例として，半減期間 1.5 時間，再現期間 5

年の確率実効雨量の算定に用いた観測所の位置を示す．

総観測所数は，1446であった．図-2から，選定した観測

所は全国に散らばっていることが分かる． 

なお，全国確率実効雨量マップの作成には，Generic 

Mapping Tool（GMT）を用いた．GMT はインターネット

から容易にダウンロードできるフリーのソフトウェアで

あり，容易に日本地図上にコンター図などをプロットす

ることができる． 

 
表-2 各検討ケースにおける選定された地域気象観測所数 

半減期 再現期間 選定された観測所数 

1.5時間 5年 1446
1.5時間 30年 1434
6時間 5年 1445
6時間 30年 1426
24時間 5年 1447
24時間 30年 1419

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 選定された地域気象観測所の例（半減期間 1.5時間，再

現期間 5年）  
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図-3から図-5に，半減期を1.5時間，6時間，24時間，

再現期間を 5 年と 30 年とした場合の全国確率実効雨量

マップを示す．さらに，図-6から図-12に，半減期を 1.5

時間，再現期間を 5年とした場合の，北海道地方，東北

地方，関東・東海地方，北陸地方，近畿地方，中国・四

国地方，九州地方の確率実効雨量マップを示す．なお，

図-6から図-12は，図-3a)の拡大図であり，同図には，国

土交通省国土数値情報に基づいた鉄道路線をプロットし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た．図-3から図-5に示すように，再現期間が5年と30年

の場合では，確率実効雨量の絶対値は異なるが，傾向は

ほぼ等しい．全体的な傾向としては，北海道と東北地方

は確率実効雨量が相対的に少なく，関東・東海地方は相

対的に多いことが分かる．中国地方は相対的に少ない．

また，紀伊半島の東側が特に大きく，四国・九州地方の

太平洋側も相対的に大きいことが分かる．また，図-3か

ら図-5を縦に見ると，確率年を固定して，半減期を変化

図-3 半減期を1.5時間とした場合の全国確率実効雨量マップ：a) 再現期間：5年，b) 再現期間：30年 

図-4 半減期を6時間とした場合の全国確率実効雨量マップ：a) 再現期間：5年，b) 再現期間：30年 

図-5 半減期を24時間とした場合の全国確率実効雨量マップ：a) 再現期間：5年，b) 再現期間：30年 
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させた場合の確率実効雨量を確認できる．当然のことで

あるが，半減期の値を大きくすると，確率実効雨量の値

が大きくなることが確認できる． 

次に，図-3a)の拡大図（図-6 から図-12）について説明

する．北海道地方は南側の確率実効雨量が相対的に多く，

特に苫小牧市西側から室蘭市東側が多い結果となった（図-

6）．東北地方は岩手県太平洋側，福島県太平洋側，山形

盆地の確率実効雨量が相対的に多い結果となった（図-

7）．他の地方と比較すると，東北地方は最大確率実効 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雨量と最小確率実効雨量の差が小さい結果となった．関

東・東海地方は，伊豆半島南部太平洋側の確率実効雨量

が最も多く，次いで千葉県南部太平洋側と駿河湾周辺が

相対的に多い結果となった（図-8）．北陸地方は，福井

平野，金沢平野，射水平野，砺波平野，富山平野，新川

平野で確率実効雨量が相対的に多い結果となったが，他

の地方と比較すると，最大確率実効雨量と最小確率実効

雨量の差が小さい結果となった（図-9）．近畿地方は三

重県太平洋側の確率実効雨量が相対的に多く，特に 

図-6 半減期を1.5時間とした場合の5年確率確率実効雨量マッ

プ（北海道地方）． 

図-7 半減期を1.5時間とした場合の5年確率確率実効雨量マッ

プ（東北地方）． 

図-8 半減期を1.5時間とした場合の5年確率確率実効雨量マッ

プ（関東・東海地方）． 

図-9 半減期を1.5時間とした場合の5年確率確率実効雨量マッ

プ（北陸地方）． 

図-10 半減期を1.5時間とした場合の5年確率確率実効雨量マ

ップ（近畿地方）． 

図-11 半減期を1.5時間とした場合の5年確率確率実効雨量マ

ップ（中国・四国地方）． 
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図-12 半減期を 1.5時間とした場合の 5年確率確率実効雨量マ

ップ（九州地方）． 

 

「尾鷲の雨」で有名な三重県尾鷲市が日本全国の中でも極

めて多い結果となった．中国・四国地方では，四国の太平洋

側の確率実効雨量が相対的に多く，特に高知県室戸市が三

重県尾鷲市に次いで確率実効雨量が多い結果となった．九

州地方は他の地方と比較して全体的に確率実効雨量が多く，

特に九州南部から九州山地東側が相対的に多い結果となっ

た．九州山地東側の日向市は九州地方の中でも最も確率実

効雨量が多い結果となった． 

図-3から図-5に示す確率実効雨量は，地域によって大

きく異なっていることが分かる．実効雨量を用いた列車

規制値を設定する際には，地形や地質を考慮して過去の

被災事例に基づいて経験的に決定することが必須である

が，加えて，各地点で同程度の再現期間の雨量に耐えら

れるように防災対策の優先順位を決定すること，設定し

た列車運転規制値（実効雨量）の再現期間を確認するこ

とも有効であろう． 

 

 

5. まとめ 

 

本研究では，篠田(2007)，篠田・宮田(2018)の算定方法

に従って，ある再現期間における確率実効雨量を算定し

た．1976 年～2016 年に観測された地域気象観測所

（AMeDAS）の毎時降水量から実効雨量を求めた後，観

測年ごとの極値を抽出して，全国の確率実効雨量の算定

を実施した．初期設定の必要のないL積率法を用いて確

率分布の母数の推定を行った後，確率実効雨量の変動係

数の jackknife 推定値が最小の確率分布を，最適な確率分

布とした．確率実効雨量の変動係数の jackknife 推定値が

20%未満の統計データを有する観測所のみを抽出し，再

現期間 5 年と 30 年における全国と地方の確率実効雨量

マップを作成した． 

 過去に受けた降雨と比較して極めて稀な雨量が作用し

た場合に，盛土や斜面が崩壊しやすくなる．この「極め

て稀」な状態を定量的に評価するために，再現期間を考

慮した確率実効雨量が盛土や斜面崩壊の良い指標となる． 

算定された確率実効雨量マップから，確率実効雨量に

は大きな地域特性があることを明らかにした．特に，東

海地方，近畿地方，四国地方，九州地方は全国的に実効

雨量の多い地域が存在するため，「極めて稀」な実効雨

量が他の地域と比較して大きくなる．列車運転規制値を

設定する際には，地形や地質を考慮して過去の被災事例

に基づいて経験的に列車運転規制値を決定することが重

要であるが，加えて，設定した列車運転規制値（実効雨

量）の再現期間を確認することも有効であろう． 
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PROBABLISTIC EFFECTIVE RAINFALL MAP  
USEFUL FOR SETTING TRAIN OPERATION CONTROL  

 
Masahiro SHINODA 

 
This study focused on rainfall, which is a typical action of soil structures, and calculated the probabilistic 

effective rainfall using precipitation data from a regional meteorological observatory. In order to ensure 
that the accumulation of precipitation data in the future does not significantly affect the current probabilistic 
effective rainfall, a goodness-of-fit evaluation of the probability distribution was conducted, and only sta-
tistical data that satisfied the goodness-of-fit evaluation criteria were used to calculate the probabilistic 
effective rainfall. A national and regional probabilistic effective rainfall map was created using the statisti-
cal methodologies employed. The probabilistic effective rainfall map clarified that the regional character-
istics should be considered when the effective rainfall is used as the train operation regulation value. 
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